
太良町の給与・定員管理等について 

１ 総括 

（１）人件費の状況（平成 21 年度普通会計決算） 

住民基本台帳

（H22.3.31） 

歳出額 

(A) 

実質収支 人件費 

(B) 

人件費率 

(B/A) 

20 年度の 

人件費率 

10,325 人 5,723,640 千円 99,898 千円 773,581 千円 １３．５％ １６．１％ 

（注）人件費には、特別職に支給される給料・報酬を含みます。 

（２）職員給与費の状況（平成 21 年度普通会計決算） 

職員数 

（Ａ） 

給与費 1 人当たり給与

費（Ｂ/Ａ） 給料 職員手当 期末勤勉手当 計（Ｂ） 

81 人 284,194 千円 41,794 千円 109,350 千円 435,338 千円 5,375 千円 

（注）職員手当には退職手当を含みません。 

（３）特記事項 

   なし 

（４）ラスパイレス指数の状況 

 太 良 町 全国町村平均 

平成 22 年度 94.7 95.1 

平成 17 年度 92.4 93.7 

（注）ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を 100 とした場合の地方公務員の給与水準を示す

指数です。 

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成 22 年 4 月 1 日現在） 

区分 
一般行政職 

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

太良町 41.8 歳 312,446 円 348,340 円 

国 41.9 歳 325,579 円 395,666 円 

（注）１「平均給料月額」とは平成 22 年 4 月 1 日現在における職種ごとの職員の基本給の平均です。 

（注）２「平均給与月額」とは給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、通勤手当、管理職手当、

時間外勤務手当、管理職特別勤務手当の額を合計したものです（毎月支払われない期末、勤勉手当、退

職手当は含みません）。 

 

 

 



区 分 

公務員 民 間 

A/B 職員

数 

平均

年齢 

平均給料

月額 

平均給与

月額（Ａ） 

対応する

民間の類

似職種 

平均 

年齢 

平均給与

月額（Ｂ） 

自動車運転手 ３ 51.7 299,500 320,200 
自家用自動

車運転手 
55.4 261,000 1.2 

※民間データは賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成 20年分）

※技能労務職の職種と民間の職種の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一 

 致しているものではありません。 

 

（２）職員の初任給の状況（平成 22 年 4 月 1 日現在） 

区分 太良町 国 

一般行政職 
大学卒 161,600 172,200 

高校卒 140,100 140,100 

技能労務職 高校卒 137,200 137,200 

 

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成 22 年 4 月 1 日現在） 

区分 経験年数 10 年 経験年数 15 年 経験年数 20 年 

一般行政職 
大学卒 252,800 291,900 336,100 

高校卒 213,600 266,900 305,300 

※技能労務職は該当者数が尐ないので表示できません。 

 

３ 一般行政職の級別職員数等の状況 

（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成 22 年 4 月 1 日現在） 

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

6 級 課長 6 8.0 

5 級 課長 4 5.4 

4 級 課長 係長 主査 15 20.0 

3 級 係長 主査 27 36.0 

2 級 主事 16 21.3 

1 級 主事 7 9.3 

 

 

 



４ 職員の手当の状況 

（１）期末手当・勤勉手当 

太良町 国 

1 人当たり平均支給額（平成 21 年度） 

1,385 千円 
 

平成 21 年度支給割合 

期末手当 2.75 月 勤勉手当 1.4 月 

平成 21 年度支給割合 

期末手当 2.75 月 勤勉手当 1.4 月 

加算措置の状況 

職制上の段階、職務の級等による加算

措置あり 

加算措置の状況 

職制上の段階、職務の級等による加

算措置あり 

 

（２）退職手当（平成 22 年 4 月 1 日） 

太良町の支給率 国の支給率 

 自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年 

勤続 20 年 23.50 月分 30.55 23.50 30.55 

勤続 25 年 33.50 41.34 33.50 41.34 

勤続 35 年 47.50 59.28 47.50 59.28 

最高限度額 59.28 59.28 59.28 59.28 

定年前早期退職特例措置（２～20％加算） 

 

（３）特殊勤務手当（平成 22 年 4 月 1 日現在）  

   ありません 

 

（４）時間外勤務手当 

支給実績（平成 21 年度決算）                          9,417 千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成 21 年度決算）                  127 千円 

支給実績（平成 20 年度決算）                         7,529 千円 

職員 1 人当たり平均支給年額（平成 20 年度決算）                  91 千円 

 

 

 

 

 

 



（５）その他の手当 

手当名 内容及び支給単価（月額） 国の制度

との異同 

国と異な

る内容 

支 給 実 績

（21 年度

決算） 

支給職員 1 人当

たり平均支給年

額（21 年度決算） 

扶養手当 配偶者 13,000 円 

扶養親族 1 人につき 6,500 円 

※配偶者がいない場合 

 扶養親族 1 人目 11,000 円 

※16 歳から 22 歳までの子 

 1 人につき 5,000 円加算 

同じ なし 千円 

 

16,120 

 

円 

 

277,931 

住居手当 借家・借間 支給限度額 

      27,000 円 

持家（新築・購入から 5 年以内） 

   2,500 円(H21.12 月廃止) 

同じ なし 千円 

 

907 

円 

 

75,583 

通勤手当 交通機関利用者（電車・バス等） 

55,000 円まで全額支給 

交通用具利用者（自動車等） 

2,000 円～24,500 円 

※片道２Ｋｍ未満対象外 

同じ なし 千円 

 

1,782 

円 

 

44,550 

管理職手当 課長 給料月額の 100 分の７ 異なる 8～25％ 千円 

4,398 

円 

338,307 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

５ 特別職の報酬等の状況（平成 22 年度） 

区分 給料月額等 

給料 町長 

副町長 

643,000 円 

537,000 円 

報酬 議長 

副議長 

常任委員長 

議会運営委員長 

議員 

311,000 円 

258,000 円 

250,000 円 

250,000 円 

243,000 円 

期末手当 町長 

副町長 

（平成 22 年度支給割合） 

２．９５月分 

議長 

副議長 

議員 

（平成 22 年度支給割合） 

２．９５月分 

退職手当  

町長 

 

副町長 

（算定方式） 

給料月額×在職年数×支給率（100 分の 500） 

（1 期の手当額）12,860,000 円（任期毎に支給） 

（算定方式） 

給料月額×在職年数×支給率（100 分の 294） 

（1 期の手当額）6,315,120 円（任期毎に支給） 

（注）退職手当の「1 期の手当額」は 4 月 1 日現在の給料月額及び支給率に基づき、1 期（4 年）勤め

た場合における退職手当の見込み額です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

６職員数の状況（平成 21 年 4 月 1 日現在） 

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由 

区分 

部門 

職員数 対前年

増減 

主な増減理由 

平成 21年 平成 22年 

一般行政 議会 

総務 

税務 

民生 

衛生 

労働 

農林水産 

商工 

土木 

２ 

２２ 

６ 

９ 

９ 

０ 

１４ 

３ 

６ 

２ 

２２ 

８ 

９ 

１１ 

０ 

１４ 

３ 

６ 

０ 

０ 

２ 

０ 

２ 

０ 

０ 

０ 

０ 

 

 

１名滞納整理機構へ出向 １名は新規採用 

 

業務増 医療保険制度・火葬場建設 

 

 

 

 

小計 ７１ ７５ ４  

特別行政 教育 １１ １１ ０  

小計 １１ １１ ０  

公営企業

等会計 

病院 

水道 

下水道 

その他 

４６ 

６ 

１ 

５ 

３８ 

５ 

１ 

５ 

△８ 

△１ 

０ 

０ 

地方公営企業法の全部適用の導入 

事務の整理 

 

 

小計 ５８ ４９ △９  

総合計  １４０ 

（202） 

１３５ 

（202） 

△５  

※職員数は一般職に属する職員数で教育長を含みます。 

※（ ）内は条例定数の合計です。 

 

 

 

 

 

 



 

（２）年齢別職員構成の状況（教育長は含みません） 
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H22 ０ １ ６ １８ １５ ２３ １３ １４ １７ １６ １１ ０ 

H19 ０ １ １５ １６ １５ １９ １３ １７ ２３ ９ １４ ２ 

（３）定員管理の数値目標及び進捗状況 

①平成 17 年 4 月 1 日～平成 22 年 4 月 1 日における定員管理の数値目標（町立病院を除く） 

平成 17 年 4 月 1 日 

職員数 

平成 22 年 4 月 1 日 

職員数 
純減数 純減率 

１０２ ９６ ６ △５．９％ 

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要（町立病院を除く） 

部門 区分 H17.4.1 

(計画始期) 

H18.4.1 

(1 年目) 

H19.4.1 

(2 年目) 

H20.4.1 

(3 年目) 

H21.4.1 

(4 年目) 

H22.4.1 

(5 年目) 

18 年～ 

22 年計 

一般行政 減員  △３ △２ △４ △２ ０ △１１ 

増員  ２ １ １ １ ４ ９ 

差引  △１ △１ △３ △１ ４ △２ 

職員数 ７７ ７６ ７５ ７２ ７１ ７５  

特別行政 減員  ０ △１ △１ △１ ０ △３ 

増員  ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

差引  ０ △１ △１ △１ ０ △３ 

職員数 １４ １４ １３ １２ １１ １１  

公営企業

等（町立

病院を除

く） 

減員  ０ ０ ０ ０ △１ △１ 

増員  ０ ０ １ ０ ０ １ 

差引  ０ ０ １ ０ △１ ０ 

職員数 １１ １１ １１ １２ １２ １１  

 

  

合 計 

減員  △３ △３ △５ △３ △１ △１５ 

増員  ２ １ ２ １ ４ １０ 

差引  △１ △２ △３ △２ ３ △５ 

職員数 １０２ １０１ ９９ ９６ ９４ ９７  

職員数 (１４４) (１４５) (１４５) (１４３) (１４０) (１３５)  

（ ）内は町立病院を含めた職員数 ・ 教育長を含む 


